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■ 第１４回 エッセイ 

『地域企業の海外展開とガバナンス 』  

上智大学  経済学部 教授 竹之内 秀行  

地 域 企 業 の 事 業 展 開 が 、 こ れ ま で 以 上 に 注 目 を 集 め つ つ あ る 。 事 実 、 数 多 く の ユ ニ ー

ク な 地 域 企 業 が 生 ま れ て い る 。経 済 産 業 省 の「 グ ロ ー バ ル ニ ッ チ ト ッ プ 企 業 100 選（2020

年 版 ） 」 に お い て も 、 機 械 ・ 加 工 部 門 で は 山 形 県 の ミ ク ロ ン 精 密 株 式 会 社 、 素 材 ・ 化 学

部 門 で は 新 潟 県 の ナ ミ ッ ク ス 株 式 会 社 、 電 気 ・ 電 子 部 門 で は 山 梨 県 の 株 式 会 社 コ イ ケ 、

消 費 財 部 門 ・ そ の 他 部 門 で は 広 島 県 の 株 式 会 社 白 鳳 堂 な ど 、 多 く の 地 域 企 業 が 選 出 さ れ

て い る 。 そ の 一 方 で ， 地 域 企 業 の 海 外 展 開 に つ い て は ま だ 分 か ら な い こ と が 多 い 。 そ こ

で ， 本 稿 で は 、 筆 者 が 共 同 研 究 者 と 行 っ て い る 研 究 成 果 の 一 部 を 紹 介 さ せ て い た だ く こ

と で 、 限 定 的 で は あ る が 地 域 企 業 の 海 外 展 開 へ の 接 近 を 試 み る こ と に す る 。  

今 回 取 り 上 げ る の は 、 広 島 県 の 企 業 で あ る 。 広 島 県 の 企 業 と 一 口 に 言 っ て も 、 そ の 数

は 多 い 。 そ こ で 、 『 広島 会 社 手 帳 2021 年 版』 へ の 掲 載 企 業 2,354 社 の う ち 、 製 造 業 で 、

か つ 財 務 デ ー タ や 海 外 展 開 に 関 す る デ ー タ な ど が 入 手 可 能 で あ っ た 企 業 400 社 を 対 象 と

し て 、 分 析 を 行 っ た 。  

400 社 の 内 訳 は 、自 動車 関 連 が 42 社 、食 品関 連 が 69 社 、繊 維 関連 が 35 社 、木 材 関 連

が 39 社 、造 船 関 連 が 17 社 な ど で あ る 。この 分 布 を み る と 、広 島 県 の 企 業 が 実 に 多 様 性

に 富 ん で い る こ と が 分 か る 。 マ ツ ダ を 中 心 と し た 自 動 車 産 業 、 中 国 山 地 に 根 差 し た 木 材

産 業 、 瀬 戸 内 海 を ベ ー ス と す る 食 品 や 造 船 産 業 、 さ ら に は 備 後 地 方 を 中 心 と す る 繊 維 産

業 な ど 、 さ ま ざ ま な 産 業 が 立 地 し て い る の で あ る 。  

で は 、 こ の 400 社 の うち 、 何 社 が 海 外 展 開 を 行 っ て い る の だ ろ う か 。 こ こ で は ， 海 外

展 開 の 中 で も 、 海 外 直 接 投 資 に 注 目 し た 。 輸 出 で は な く 、 海 外 に 販 売 子 会 社 、 製 造 子 会

社 、研 究 開 発 子 会 社 な ど を 設 立 し て い る か ど う か に 注 目 し た の で あ る 。そ の 結 果 、400 社

の う ち 114 社 も の 企 業が 海 外 展 開 を 行 っ て い る こ と が 分 か っ た 。 こ の 数 値 は 、 400 社 の

28.5%に 相 当 す る 。 海 外 展 開 を 輸 出 で は な く 海 外 直 接 投 資 と し て 測 定 し て い る こ と を 考

え る と 、 こ の 数 値 は 決 し て 低 い も の で は な い だ ろ う 。  

次 に 、 ど の よ う な タ イ プ の ガ バ ナ ン ス 構 造 を 有 す る 地 域 企 業 が 、 海 外 直 接 投 資 を 行 う

傾 向 が あ る の か に 注 目 し た 。 そ の 結 果 ， い く つ か の 興 味 深 い 発 見 事 実 を 得 る こ と が で き

た 。 第 １ に 、 非 フ ァ ミ リ ー 企 業 と 比 べ て 、 フ ァ ミ リ ー 企 業 の 方 が 海 外 展 開 を 行 う 傾 向 が

高 い こ と が 分 か っ た 。 実 は 、 ヨ ー ロ ッ パ 企 業 を 対 象 と し た 先 行 研 究 で は 、 非 フ ァ ミ リ ー

企 業 の 方 が 海 外 展 開 を 行 う 傾 向 が 高 い こ と が 指 摘 さ れ て い る 。 す な わ ち 、 先 行 研 究 と 対

照 的 な 結 果 が 得 ら れ た の で あ る 。 第 ２ に 、 フ ァ ミ リ ー 企 業 の 中 で も 、 外 部 役 員 比 率 の 高

い フ ァ ミ リ ー 企 業 の 方 が 海 外 展 開 を 行 う 傾 向 が 高 い こ と が 分 か っ た 。 外 部 役 員 比 率 と あ

わ せ て 、 外 部 社 長 の 有 無 や 外 部 役 員 の 有 無 が 、 フ ァ ミ リ ー 企 業 の 海 外 展 開 へ 与 え る 影 響

に つ い て も 分 析 を 行 っ た の だ が 、 こ れ ら に つ い て は 有 意 な 関 係 を 確 認 で き な か っ た 。  

最 後 に 、 な ぜ こ う し た 結 果 が 得 ら れ た の か を 考 え て み た い 。 第 １ に 、 な ぜ フ ァ ミ リ ー

企 業 の 方 が 、 日 本 で は 海 外 展 開 を 行 う 傾 向 が 高 い の だ ろ う か 。 そ の 理 由 と し て 、 2 つ 考

え ら れ る 。 1 つ に は 、 日 本 の 地 理 的 特 質 が 影 響 を 及 ぼ し て い る 可 能 性 が あ る 。 と い う の  
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も 、 ヨ ー ロ ッ パ 企 業 の 海 外 進 出 と 日 本 企 業 の 海 外 進 出 で は 、 そ の 意 味 が 大 き く 異 な ると

考 え ら れ る の で あ る 。 た と え ば 、 ス ペ イ ン 企 業 が フ ラ ン ス や ポ ル ト ガ ル へ 投 資 す る こと

と 、 日 本 企 業 が 海 を 隔 て 遠 く 離 れ た 中 国 、 韓 国 、 タ イ な ど へ 投 資 す る こ と と で は 、 その

意 味 が 大 き く 異 な る だ ろ う 。 も う １ つ の 理 由 と し て 、 今 回 の 調 査 に お い て 、 海 外 展 開を

直 接 投 資 で 測 定 し て い る こ と が 影 響 し て い る 可 能 性 が あ る 。 通 常 、 輸 出 と 比 較 し て 、海

外 直 接 投 資 の 方 が 、 海 外 展 開 に と も な う リ ス ク が 高 い 。 以 上 ２ つ の 点 か ら 考 え る と 、日

本 の 地 域 企 業 は 、 高 い リ ス ク を 抱 え た 中 で 、 海 外 進 出 を 行 っ て い る と 考 え ら れ る 。 こう

し た 大 き な リ ス ク の あ る 中 で 海 外 展 開 す る 際 に は 、 フ ァ ミ リ ー 所 有 が 重 要 な 意 味 を 持っ

て い る か も し れ な い の で あ る 。 こ う し た 発 見 事 実 は 、 オ ー ナ ー シ ッ プ の 意 味 に つ い て改

め て 考 え さ せ て く れ る 。  

第 ２ に 、 な ぜ 同 族 企 業 の 中 で も 外 部 役 員 比 率 が 高 い 企 業 の 方 が 海 外 展 開 を 行 う 傾 向 が

高 い の だ ろ う か 。 そ の 理 由 と し て 外 部 役 員 が も た ら す プ ラ ス の 効 果 が 考 え ら れ る 。 具体

的 に は 、 プ ラ ス の 効 果 と し て 、 外 部 役 員 が 経 営 へ 参 画 す る こ と で 、 ① 新 た な 情 報 や 、②

新 た な 外 部 と の つ な が り が 、 企 業 へ も た ら さ れ る だ ろ う 。 こ う し た 新 た な 知 識 や つ なが

り は 、 フ ァ ミ リ ー 企 業 へ 新 た な 機 会 へ の 気 づ き を も た ら し 、 結 果 と し て 、 海 外 展 開 へつ

な が っ て い る 可 能 性 が あ る 。 そ し て 、 何 よ り も 重 要 な の が 、 外 部 役 員 が 存 在 す る だ けで

あ っ た り 、 社 長 が 外 部 社 長 で あ る こ と で は な く 、 外 部 役 員 比 率 が 高 い こ と が 海 外 展 開へ

プ ラ ス の 影 響 を 及 ぼ す 点 に あ る 。 お そ ら く 、 外 部 役 員 が い る の み な ら ず 、 外 部 役 員 比率

が 高 い こ と に よ っ て 、実 質 的 に フ ァ ミ リ ー 企 業 の 意 思 決 定 へ 影 響 を 及 ぼ せ る の で あ ろ う 。

こ の こ と は 、形 だ け で は な く 、実 質 的 な 意 味 に お い て 外 部 か ら マ ネ ジ ャ ー を 招 く こ と が 、

フ ァ ミ リ ー 企 業 の 有 す る メ リ ッ ト と 外 部 役 員 の 有 す る メ リ ッ ト を 同 時 に 享 受 す る こ と

へ 、 つ な が る こ と を 教 え て く れ る 。  

本 稿 で は 、 広 島 県 の 企 業 を 対 象 と し て 、 地 域 企 業 の 海 外 展 開 に つ い て 試 論 を 展 開 し た

が 、 日 本 の 地 域 企 業 の 実 像 へ 接 近 す る た め に 、 今 後 よ り 精 緻 な 調 査 を 行 う こ と が 必 要 で

あ ろ う 。  

※本稿は、大東和武司・岸本壽生・山本崇雄・竹之内玲子らとの共同研究プロジェクトの研究成果の一

部である。 
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研究分野：国際経営論 
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特 集

事業承継を考える 

 

事業承継に対する国や地方自治体の政策立案・実施、またＭ＆Ａ専門業者や金融機関の支援活動

が年々増加しています。そこで、事業承継支援に携わってきた者として、参考になればとの思いか

ら、これまでの経験の幾つかを皆様と共有させていただきます。 

 

☆事業承継って何? 

 

事業承継とは、平易に言えば、現経営者から後継者に「経営のバトン」を渡すことで、「事業」

そのものを「承継」することです。 

事業承継の方法には、①親族内承継、②役員・従業員承継、③第三者承継(M＆A)の３つがありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、事業承継の構成要素としては、一般的に、①人（後継者、経営権）、②資産(株、資金。借

入金を含む)、③知的資産（信用、知的財産権、顧客情報)の３つが挙げられます。事業承継対策を

②の税金対策であると理解している方が多いと思いますが、それは一面を捉えたにすぎません。最

近は、このうち③の重要性について採りあげられることが多くなっています。ひとつの例として、

江戸時代に誕生した富山の配置薬のビジネスモデルがあります。 

このビジネスモデルを象徴的に表す言葉が「先用後
せんようこう

利
り

」です。これは単に薬の使用が先でお代は

後払いということではなく、その真の意味合いは、顧客の信用・信頼を先に得ることが結果的に利

益につながるということです。具体的には、顧客の薬の使用や支払い状況から健康状態・先行きの

使用見込みを予測し、「懸場帳
かけばちょう

」と言われる顧客データベースを通じて収益を計算しました。字面

通りに、かけがえのない大事な考え方というわけです。私は、富山に住まいしていたことがありま

したので、当時の仕事の都合もあり週刊の配置薬業界の業界紙を定期購読しておりました。その定

番記事の中に「懸場帳」の取引相場欄があり、一定の市場が形成・維持されていることに驚いた記

憶があります。事業承継という視点で思い起こすと、後継者不在で事業を第三者に委ねる場合にも

「懸場帳」の売買という形で、信用や顧客サービスが引き続き維持される仕組みで、事業承継の先

駆的な取組が先人達により実施されてきたと言えます。余談ですが、配置薬業者が顧客回りする際

に使った宣材のひとつが紙風船です。その発祥の地は新潟県の出雲崎町といわれ、現在も紙風船製 

造の事業者がおります。 

これに類似する仕組みとしては、新聞専売所がその区域で独占的に新聞を販売・宅配する権利の

売買が挙げられます(この売買代金のことを代償金といいます)。 
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  ■事業承継を取り巻く状況 

 

 「2025 年問題」という言葉を耳にしたことはありますか。2015 年(平成 27 年) に中小企業庁が発

表したレポートの中に、次のように記されています。 

―2025 年までに、70 歳(平均引退年齢)を超える中小企業・小規模事業者の経営者は約 245 万人、

うち約半数の 127 万(日本企業全体の３分の 1)が後継者未定。この状況を放置すると、廃業の急増

により、2025 年までの 10 年間の累計で約 650 万人の雇用、約 22 兆円の GDP が失われる可能性― 

このレポート発表を機に、国は、①雇用の維持・拡大、②税金の源の確保、③産業のサプライチ

ェーン維持を目的として、事業承継支援に取組んでいます。 

 

■事業承継の準備に着手したときの課題と対応 

 

①代表の交代時期 

 代表の交代時期を決めないことには何も進まないことを心に刻むべきです。さらに、「後継者 

が成長したら」というような抽象的で解除条件付きの決め方をする経営者が多いのですが、それ 

では何も決めないのと同じです。時間軸を明確にして準備を進めて下さい。 

②現経営者と後継者との意思疎通 

現経営者と後継者（あるいは関係当事者全員）間で、計画的に準備を進めることについての合 

意形成と、問題発生等での意思疎通が最も大切となります。 

③現経営者の引退後を考える 

  引退後の生活費の確保や、生きがいについて後継者も積極的に関与し、現経営者の退職後の不

安を解消してやることが、結果的に交代後の事業の安定性が高まります。 

④争族等の火種 

株や事業用資産の分散は争族の原因となります。現経営者はこれを放置してはいけません。 

⑤現経営者の人脈等の経営資源の承継 

後継者にとって、ブラックボックスの謎めいた経営資源にしないことが大切です。前記構成要

素③の知的資産に該当する重要な経営資源であり、時間をかけてでもしっかり承継することが重

要です。 

 

■事業承継には時間がかかる!! 

 

事業承継の重要度は高いにもかかわらず、緊急度が低いとして準備を先送りしているのが実態で

す。時間のかかるものほど早く着手するべきかと思います。時間的余裕がないと、問題解決の選択

肢が限定されてしまいます。 

 

■事業承継を新たな成長への契機に 

 

最近の動きとして、第三者承継(M＆A)の相談が大幅に増加しています。後継者不在が一因ですが

中小企業庁の「事業承継ガイドライン」によると、事業承継を契機として M＆A で、マーケットの

集約、経営資源の集中、管理機能の集約等を通じて競争力の強化や経営の効率化を図っている事例

も報告されています。また、事業承継は企業の成長・発展の契機であり、事業の多角化や業務の効

率化など労働生産性の向上にもつながると推察されています。 

 

 新潟県事業承継・引継ぎ支援センターでは、 

「公的窓口」、「相談無料」、「秘密厳守」を基本に事業承継支援活動を実施しています。ぜひ

ご活用下さい。 
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あなたの事業承継は大丈夫?

       今すぐチェック!

今すぐ相談を！

新潟県事業承継・引継ぎ支援センターに

後継者は

いますか？

↓

承継の準備

はい はい

着手していますか？

具体的に準備に

→
引き続き円滑な

承継に向けて

準備しましょう

→

円滑な廃業に向けて準備 事業譲渡の道を検討

廃業予定

いいえ

はい

→

いいえ

事業整理 事業譲渡の模索

↓

いいえ

事業引継ぎを

希望しますか？
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事務局だより     

生産性向上支援訓練「プロジェクトマネジメントにおけるリスク管理」を 開催 
します! 

  

  座学だけでは終わらない!  ケーススタディやグループ演習により、プロジェクトにお 

ける問題の特定、解決の優先順位など、リスクに対応する方法を身につけていただく内容 

です。 

 

プロジェクトマネジメントやリスク対応について身につけたい方、職場の管理者の皆様 

是非ご受講をご検討ください! 

 

◇日  時   ２０２３年１１月１４日(火)    ９:４５～１６:４５ 

 ◇会  場   勤労福祉会館 ２階  研修室 

 ◇受講料   ３,３００円 (税込)  

 ◇定  員   ２０名 

 ◇締 切  １０月２０日(金)  

  ◇講 師  山倉 正稔 氏  (グローカルマーケティング株式会社 シニアコンサルタント) 

                     

    ※カリキュラム、受講申込書は、募集チラシをご覧ください 

◎生産性向上支援訓練は、新潟県生産性本部が事業取組団体としての選定を受け、ポリテクセンター新潟(厚生労働省 

所管)からの業務委託により実施いたします。 

～・～・～ 

   昨年度の生産性向上支援訓練では、「企画力向上のための論理的思考法」をおこない 

ご受講者(22 名)全員の方から「大変役に立った」、「期待した内容であった」などの評価 

をいただきました♪ 

  ★ご受講者の声 

  ・「物事の進め方が学べた。」 

  ・「意識の持ち方など参考にさせてもらいました。」 

  ・「話や頭の中だけでなく図で示すことにより、わかりやすく見つけやすいと思ったので 

使っていきたい。」 

・「自分の業務における視野が広がった。」        

 
 
 

  
 
 
 
 

 

 

   新会員のご紹介    

・東北エネルギー懇談会 様  

・株式会社よね一 様                                 よろしくお願いいたします(*^-^*)♪ 
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この会報を通して、会員の皆様をご紹介させていただきます。企業団体様の PR の場としてご活用いただけると幸いです。 
このたび、ご協力いただきました グローバルサポート協同組合  様 ありがとうございました。 
新潟県生産性本部では、会員を募集しています。お気軽にお問合せください。 

制作・発行 新潟県生産性本部 会長 森 邦雄      編集等担当  長谷川  mail : info@n-seisanseihonbu.com 

 

 

NPC Member Introduction  No.14              グローバルサポート協同組合     

 

Ｑ1 御組合の事業内容について教えてください! 

 

Ａ 「人づくり」です。外国人技能実習生や特定技

能外国人が日本で習得したスキルや経験をもと

に、キャリアアップし、人生が変わったと思って

もらえるようにサポートしていきたいです。私た

ちの業界は「人」しかなく、「コミュニケーション

力」が全てと言っても過言ではありません。当組

合で働く従業員が知識を深めるとともに、生産性

本部の研修プログラム等も活用させていただき、

コミュケーション能力を向上させ、よりよいサー

ビスが提供できるように努めています。 

 

 

Ａ 新潟県も今後ますます外国人労働者が増加

し、様々な背景の外国人労働者が新潟県の企業に

いることが当たり前の時代となります。私たちは

外国人労働者が新潟県の企業で活躍できるように

「人づくり」を基本に様々な教育・サポートを行

い、安心して働けるような環境づくりをお手伝い

させていただきたいと思っています。 

そして、変化し続ける時代やニーズに対応してい

けるように従業員一同努力を続け、目配り・気配

り・心配りをモットーに誠実に仕事を続けていき

たいと思います。 

Ｑ2 御組合が一番力を入れていることについて教えてください! 

Ｑ3 御組合の理念や行動指針について教えてください! 

 

Ｑ4 代表者様からメッセージをお願いします! 

 

代表理事   田 美和 

設 立   ２００７年９月 

住      新潟県北蒲原郡聖籠町次第浜 2049番地 7   

電 話    ０２５４－２７－３５０２ 

Ｈ Ｐ   https://www.global2007.net        

 

Ａ 当組合は組合員企業に対して外国人技能実習

生及び特定技能外国人の受け入れに係る職業紹介

と監理・サポート事業を行っています。現在、組合

員企業は 15 社、そのうち 14 社でベトナムとタイ

からの技能実習生 382 名、特定技能外国人 33 名

の受け入れを行っています。 

 

Ａ 「関係するすべての人に笑顔を、そして私た

ちも笑顔に」 月並みな表現ですが「人を喜ばせ

たい、役に立ちたい」というのが私の原点です。

そして、社会や地域に貢献することで「やりがい、

生きがい」を感じ、生き生きと働くことができる

と考えています。 

また、この仕事は女性の特性を活かせる仕事で

もあるため、女性の活躍促進にも積極的に取り組

んでいきたいと思っています。 

  

グローバルサポート協同組合さまに 

mailto:info@n-seisanseihonbu.com

